
令和 7年度 (2025年度)

日光市水道事業会計予算書

〔付 予算に関する説明書〕



次

(予  算)

令和 7年度 (2025年度)日 光市水道事業会計予算

〔予算に関する説明書〕

令和 7年度 (2025年度)日 光市水道事業会計予算実施計画

給与費明細書

債務負担行為に関する調書

令和 6年度 (2024年度)日 光市水道事業予定損益計算書

令和 6年度 (2024年度)日 光市水道事業予定貸借対照表

注記表

注記表

令和 7年度 (2025年度)日光市水道事業会計予算明細書

目

1

5

7

令和 7年度 (2025年度)日 光市水道事業予定キャンシユ°フロー計算書  18

令和 7年度 (2025年度)日光市水道事業予定貸借対照表

11

14

15

17

19

21

22



令和 7年度 (2025年度)

日光 市 水 道 事 業 会 計 予 算



令和7年度 (2025年度)日光市水道事業会計予算

(総 則)

第 1条 令和 7年度 (2025年度)日 光市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

(収益的収入及び支出)

第 3条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
収    入

(業務の予定量)

第 2条 業務の予定量は、次のとおりとする。
(1)給水戸数

(2)年間総給水量

(3)1日 平均給水量

(4)建設改良事業

ア 浄水場施設整備事業
イ 老朽管更新事業
' ウ 配水管布設事業

第 1款 水道事業収益
′
第 1項 営業収益

第 2項 営業外収益

第 3項 特別利益

収 入 合 計

支 出

第 1款 水道事業費用

第 1項 営業費用

第 2項 営業外費用

第 3項 特別損失

第 4項 予備費
支 出 合 計

35,877戸

13,721,000♂

37,592だ

43,801千 円

498,500｀ 千円

87,501千 円

2,046,666千 円

1,795,867千 円

250,796千 円

3千円

2,046,666千 円

2,233,

グ,lol,

126,

2,

3,

2,233,

3千円

9千円

2千円

2千円

0千円

3千円

11

71

39

00

00

11
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(資本的収入及び支出)

第 4条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める (資本的収入額が資本的支出額に対し
不足する額 721,856千 円は、過年度分損益勘定留保資金 278,875千 円、当年度分損益勘
定留保資金 385, 720千 円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 57, 261
千円で補てんするものとする。)。

収    入
第 1款 資本的収入

第 1項 負担金

第 2項 ネ甫助金

第 3項 企業債
第4項 補償金

収 入 合 計

支 出

第 1款 資本的支出
第 1項 建設改良費
第 2項 施設費
第 3項 企業債償還金

支 出 合 計

(債務負担行為)

第 5条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

466,

10,

81,

340,

35,

466,

253千 円
001千 円
252千 円
000千 円
000千 円
253千 円

1,188,109千 円

629,802千 円

835千 円

557,472千 円

1,188,109千 円

事 項 期   間 限 度 額

訴 訟 業 務 委 託 料
令和 7年度から事件が
完 結 す る年度 まで

令和 7年度に契約締結した
訴訟業務に係る委託料のう

ち、翌年度以降に支払う額

令和 7年度給水装置工事資金利子補給金
自 令和  8年 度
至 令和 10年 度

令和 7年度に融資を受けた
資金の利子補給額

水 道 施 設 管 理 業 務 委 託 料
自 令和 8年 度
至 令 和 9年 度

349, 800千 円

瀬尾浄水場膜処理設備及び足尾南都浄水場

紫外線 消毒設備 維 持 管理 業務 委託 料

自 令和 8年 度
至 令和 9年 度

51,040千 円

今市 。日光地域給水栓末端水質測定業務

委託料

自 令和 8年 度
至 令和 9年 度

20,794千 円
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事 項 期   間 限 度 額

藤原・栗山地域給水栓末端水質測定業務

委託料

自 令和 8年 度
至 令和 9年 度

5,574千 円

水道施設広域監視システムクラウド使用料
自 令和 8年 度
至 令和 9年 度

12,394千 円

年 間 の待機 及 び緊急修 繕 業務 委託 料
自 令和 8年 度
至 令和 9年 度

20,592千 円

給水装置工事納付書等作成業務委託料 令 和 8年 度 4,818千 円

(企業債),

第 6条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

(一時借入金)

第 7条 一時借入金の限度額は、 100,000千 円と定める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第 8条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
(1)営業費用と営業外費用及び特別損失との間

121 建設改良費と施設費との間
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

老 朽 管 更 新 事 業 305, 000千 円

普通貸借

ま た は

証券発行

3.0%以 内
(ただし、

利率見直し

方式で借 り

入れる資金

について、

利率の見直

しを行つた

後において

は、当該見

直し後の利

率)

政府資金について

は、その融通条件

により、銀行その

他の場合には、そ

の債権者と協定す

るところによる。

ただし、企業財政
の都合により、据

置期間及び償還期

限を短縮し、もし

くは繰上償還又は

低利債に借り換え

ることができる。

配 水 管 布 設 事 業 35,000千 円



(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第 9条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ
以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1)職員給与費   141,761千 円

(他会計からの補助金)

第 10条 事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 151,943千 円である。

(たな卸資産購入限度額)

第11条 たな卸資産の購入限度額はヽ24,239千円と定める。
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予 算 に 関 す る説 明 書



令和 7年度 (2025年度)

日光市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
収   入

税込み

(単位 :千円)

(単位 :千円)

款 項 目 予定額 備 考

1水道事業収益 2,046,666

1営 業 収 益 1,795,867

1給 水 収 益 1,717,342 水道料金

2受 託 工 事 収 益 1

3その他営業収益 78,524 加入金、下水道使用料賦課

徴収事務受託料等
2営業外収益 250,796

1受 取利 息及 び
配当金

2,400 預金利息

2他 会 計補 助金 70,692 一般会計補助金

3消費税及び地方
消費税 還付金

1

4長期前受金戻入 177,027 長期前受金戻入
5雑  収  益 676 東京電力による放射能高濃

|

度脱水汚泥処理等補償金等
3特 別 利 益 3

1固定資産売却益 1

2過年度損益修正
益

1

3そ の他特別利益 1

収 益 的 収 入 合 計 2,046,666

款 頂 目 予定額 備    考
1水道事業費用 2,233,113

1営 業 費 用 2,101,719

1原水及び浄水費 531,851 浄水施設維持費等
2配水及び給水費 371,443 配水施設維持費等
3受 託 工 事 費 1

4総  係  費 218,846 営業活動諸経費等
5減 価 償 却 費 972,327 固定資産の減価償却費
6資 産 減 耗 費 7,150 固定資産除去「費等
7そ の他営業費用 101

2営業外費用 126,392

1支 払利 息及 び
企業債取扱諸費

96,341 企業債支払利息

2消費税及び地方
消費税

30,000 消費税納税額

3雑  支  出 51

3特 別 損 失 2,002

1固定資産売却損 1

2過年度損益修正
損

2,000 過年度還付金

3その他特別損失 1

4予 備 費 3,000

1予  備  費 3,000

収 益 的 支 出 合 計 2,233,113

支    出
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資本的収入及び支出
収   入

(単位 :千円)

(単位 :千円)

款 頂 目 予定額 備 考

1資 本 的 収 入 466,253

1負 担 金 10,001

1工 事 負 担 金 10,001 消火栓設置負担金

2補 助 金 81,252

1他 会計補助 金 ‐ 81,251 一般会計補助金

2国 庫 補 助 金 1

3企 業 債 340,000

1企  業  債 340,000 施設整備等更新事業

4補 償 金 35,000

1公 共 補 償 金 35,000

資 本 的 収 入 合 計 466,253

資本的収入額が資本的支出額に対 し不足する額721,856千 円の補てん金

(単位 :千円)

過年度分損益勘定留保資金 278,875

当年度分損益勘定留保資金 385,720

当年度分消費税及び地方消費税
資本的収支調整額

57,261

計 721,856

支   出
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款 項 目 予定額 備 考

1資 本 的 支 出 1,188,109

1建設改良費 629,802

1浄水場施設整備
事業費

43,801 浄水場施設更新事業

2老朽管更新事業
費

498,500. 配水管布設替事業

3配水管布設事業
費

87,501 配水管布設事業

2施 設 費 885

1資 産 購 入 費 835 量水器購入費
3企 業 債
償 還 金

557,472

1企 業債償 還金 557,472 企業債元金償還金

資 本 的 支 出 合 計 1,188,109



給 与 費 明 細 書

1総  括
ア 会計年度任用職員以外の職員

区 分

職 員 数

(人 )

給   与   費 法  定

福 利 費

(千円)

合  計

(千円 )

給  料
(千円)

手  当
(千円)

計

(千円)

本 年 度
(1)

15 69,566 48,330 117,896 23,865 141,761

前 年 度
( 1 )

15 65,804 41,959 107,763 21,875 129,638

歩ヒ      車交
(0)

0 3,762 6,371 10,133 1,990 12,123

()内は短時間勤務職員数であり、外書きです。

手

当

の

内

訳

区 分
扶養手当

(千円)

地域手当

(千円)

住居手当

(千円)

初 任 給
調整手当

(千円)

通勤手当

(千円)

特殊勤務
手  当
(千円)

時 間 外
勤務手当

(千円 )

本年度 3,264 1,509 1,152 1,654 4,984

前年度 2,772 0 1,098 1,492 5,284

,ヒ  車交 492 1,509 54 162 △  300

区 分
宿 日 直
手  当
(千円)

管理職員特
別勤務手当
(千円)

夜間勤務
手  当
(千円)

休日勤務
手  当
(千円)

管 理 職
手  当
(千円 )

期末手当

(千円)

勤勉手当

(千円 )

本年度 2,433 16, 404 13,430

前年度 2,072 14,734 12,107

歩ヒ  車吏 361 1,670 1,323

区 分
寒 冷 地
手  当
(千円)

児童手当

(千円)

本年度 3,500

前年度 2,400

"ヒ

  車交 1,100

備

考

一般職職員一人当たり
給与費の状況

区 分 一人当たり給与費 (千円)
本年度 7,369

前年度 6,735
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ノ

2 給料及び手当の増減額の明細

区分
増減額

(千円)

増減事由別内訳

(千円)
説 明 備 考

給料 3,762 給 与改定

に伴 う増

減分

1,409 給与改定の状況

給料の改定率

2.12%

昇給に伴

う増加分

438 平均昇給率

0.66%
(昇給期)(職員数)

昇給職員数  1月   11人

その他の

増減分

1,915 昇格による増分

0

人事異動等に伴う

職員構成の変動による増減分

1,915

手当 6,371 制度改正

に伴 う増

減分

3,758 給与改定による増減

期末手当

勤勉手当

2,234

1,524

その他の

増減分

2,613 昇給・昇格に

伴うはね返り増減分

期末手当

勤勉手当

87

70

地域手当増および

手当受給者の変動 2,756

時間外勤務手当の減分  △ 300

8



3 給料及び手当の状況
(1)職員一人当たり給料

12)初任給

(9 級別職員数

( )内は再任用短時間勤務職員であり、外書きです。

(級別の標準的な職務内容 )

区 分 一般行政職 技能労務職

令和7年 1月 1日現在
平均給料月額 (円 ) 367,960

平 均 年 齢 (歳 ) 48歳 4月

令和6年 1月 1日 現在
平均給料月額 (円 ) 348,353

平 均 年 齢 (歳 ) 46歳 1月

区 分 一般行政職 (円 ) 技能労務職 (円 )
一 般 会 計 の 制 度

一般行政職 (円 ) 技能労務職 (円 )

高  校  卒 188,000 192,590 188,000 192,500

大  学  卒 200,000 200,000

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

級 職員数 (人 ) 構成比 (%) 級 職員数 (人 ) 構成比 (%)

令和7年 1月 1日 現在

8級 1 6.7 5級

7級 1 6,7 4級

6級 3 20,0 3級

5級 1 6.7 2級

4級 5 33.2 1級

3級 3 20.0 再任用 (1) (100.0)

2級 1 6.7 ＼
1級 0 0,0 ＼
計 15 100,0 計 (1) (100.0)

令和6年 1月 1日現在

8級 1 6.7 5級

7級 1 6.7 4級

6級 2 13.3 3級

5級 1 6.7 2級

4級 6 39.9 1級

3級 1 6.7 再任用 (1) (100,0)

2級 2 13.3 ＼
1級 1 6.7 ＼
計 15 100.0 計 (1) (100.0)

区   分 8 級 7級 6級 5級 4 級 3級 2級 1級

一般行政職 参 事 副参事 主 幹 副主幹 主  査 主 任
主 事
技 師
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但)特殊勤務手当

(9 期末手当・勤勉手当

( )内は再任用職員の支給率です。

俗)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

檸)地域手当

俗)その他の手当

区 分 全 職 種 一般行政職 技能労務職 再任用職員

給料総額に対する比率 (%) 0.0 0.0 0.0 0.0

支給対象職員の比率 (令和7年 1月 1日 現在)(%) 0,0! 0,0 0.0 0.0

代表的な特殊勤務手当の名称

区 分
支給期別支給率 支給率計

(月 分)
職制上の段階、職務の
級等による加算措置6月 (月 分 ) 12月 (月 分)

本  年  度 (1.20)
2.30

(1.20)
2.30

(2.40)
4.60 有

前  年  度 (1.175)
2.25

(1.175)
2.25

(2.35)
4.50 有

一般会計の制度
(1.20)
2.30

(1.20)
2,30

(2.40)
4.60 有

区 分
20年勤続
の者 l月 分)

25年勤続
の者 (月 分)

35年勤続
の者 (月 分)

最高限度
(月 分)

その他の加算措置等

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47。 709
定年前早期退職特別措置
(3～45%加算)

一般会計の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47,709 47.709
定年前早期退職特別措置
(3～45%加算)

支給対象地域 市内全域

支給率 (%) 2

支給対象職員 (人 ) 16

国の指定基準に
基づく支給率 (%) 2

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同
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債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払
義務発生 (見込)額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳

事    項 限 度 額

期  間 金 額 期  間 金 額
一般会計
負 担 金

自己資金

訴訟業務委託料

令和6年度に
契約締結 し
た訴訟業務
に係 る委託
料 の うち、
翌年度以降
に支払う額

7-
事件が完
結する年
度まで

令和6年度に
契約締結 し
た訴訟業務
に係 る委託
料 の うち、
翌年度以降
に支払う額

に
し
務
託

ヽ

礎肺揺陣ゆ

令
契
た
に
料
翌年度以降
に支払う額

訴訟業務委託料

令和7年度に
契約締結 し
た訴訟業務
に係 る委託
料 の うち、
翌年度以降
に支払う額

8～

事件が完
結する年
度まで

令和
契約
た訴
曜締諜に係 る委託

料 の うち、
翌年度以降
に支払う額

イこ

し

務

令和7年度に
契約締結 し
た訴訟業務
に係 る委託
料 の うち、
翌年度以降
に支払う額

令和6年度給水装置
工事資金利子補給
金

令和6年度に
融資を受 け
た資金の利
子補給額

7-9

令和6年度に
融資を受け
た資金の利
子補給額

膊帷報鞠鵬

令
度
を
資
子

令和7年度給水装置
工事資金利子補給
金

令和7年度に
融資を受 け
た資金の利
子補給額

8～ 10

令和7年度に
融資を受け
た資金の利
子補給額

令 和 7年
度 に融資
を受 けた
資金 の利
子補給額

水道施設管理業務
委託料

349,800 8-9 349,800 349,800

瀬尾浄水場膜処理
設備及び足尾南部
浄水場紫外線消毒
設備維持管理業務
委託料

51,040 8-9 51,040 51,040

今市 。日光地域給
水栓末端水質測定
業務委託料

20,794 8-9 20 794 20,794

藤原・栗 山地域給
水栓末端水質沢1定
業務委託料

5,574 8-9 5,574 5,574

-11-



前年度末までの支払
義務発生 (見込)額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳

事   項 限 度 額

期  間 金 額 期  間 金 額
一般会計
負 担 金

自己資金

水道施設広域監視
システムクラウド
使用料

12,394 8～ 9 12,394 12,394

年間の待機及び緊
急修繕業務委託料

20,592 8～ 9 20,592 20,592

道事業徴収業務水

委託料
220 000 5-6 64 456 7-8 128,912 128,912

定例発送分 「

通知書」印刷
委託料

入
務
納
業 11,286 6 2,508 7～ 10

う

8,778 8,778

水道施設警備業務
委託料

4,474 6 2,237 7 2,237 2,237

給水装置工事受付
関連業務委託

13,350 7-8 13,332 ミ
ミ3,332

給水装置工

書等作成業
料

付
託
納
委
事
務 4,818 8 4,818 4,818

老 朽 管 更新 事 業
安良沢地区送水管
布設替工事 (1工
区)

40,000 6 0 7 40,000 40,000

老 朽 管 更 新 事 業
安良沢地区送水管
布設替工事 (2工
区)

40,000 6 0 7 /40,000 40,000

12



前年度末までの支払
義務発生 (見込)額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳

事   項 限 度 額

期 間 金 額 期  間 金 額
計
金陸担

一
負 自己資金

老朽 管更新事業
安良沢地区送水管
布設替工事 (3エ
区)

40,000 6 0 7 40,000 40,000

老 朽 管 更 新 事 業
本町地区配水管布
設替工事

25,000 6 0 7 25,000 25,000
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1営 業 収 益

(1)給 水 収 益

121受 託 工 事 収 益

(9そ の 他 営 業 収 益

2営 業 費 用

(1)原 水 及 び 浄 水 費

(り 配 水 及 び 給 水 費

13)受 託 工 事 費

14)総  係  費

15)減 価 償 却 費

俗)資 産 減 耗 費

(71そ の 他 営 業 費 用

営 業 利 益

3 営 業 外 収 益

(1)受 取利息及び配当金

12)他 会 計 補 助 金

(9長 期 前 受 金 戻 入

に)雑   収   益

4 営 業 外 費 用

(1)支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

12)雑    支   出

経 常 利 益  `
5  特  男可 不U 益

(1)固 定 資 産 売 却 益

121過 年 度 損 益 修 正 益

俗)そ の 他 特 別 利 益

6特 別 損 失

(1)固 定 資 産 売 却 損

121過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 損 失

前 年 度
―
繰 越 欠 損 金

当年 度 未 処 理 欠 損 金

000 1,635,484,000

税抜き

(単位 :円 )

△  242,617,762

103,900,762

△  138,717,000

△ 1 815 000

△  140,532,000

0

令和 6年度 (2024年度)

日光市水道事業予定損益計算書 (前年度分)

(令和 6年 4月 1日 から令不日7年 3月 31日 まで )

1,564,160,000

1,000

71 323

454,901,000

259,691,000

0

195,421,000

960,847,762

7,150,000

91,000 1,878,101,762

185,000

15,093,000

179,815,162

92,053,400

912 000 196,005,162

92 104 400

3,000

51 000

1,000

1,000

1 000

0

1,818,000

-14-

1,818,000

△  140,532,000



1 固
′
定 資 産

(1)有 形 固 定 資 産

ィ 土    地

口 建      物

減価償却累 計額

ハ 構   築   物

減価償 却累計額

二 機 械 及 び 装 置

減価償 却累計額

ホ 車 両 運 l月鸞 具

減価償 却累 計額

へ 工具器具及び備品

減価償却 累計額

卜 建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

(2)無 形 固 定 資 産

ィ 水  利  権

口 電 話 加 入 権

ハ ダ ム 使 用 権

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

2流 動 資 産

(1)現 金 預 金

12)未  収  金

貸 倒 引 当 金

俗)貯   蔵   品

14)そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

資 産 の 部

-15-

21,572,055,963

108,213,056

税抜き

(単位 :円 )

21,680,269,019

2,366,129,979

令和 6年度 (2024年度)

日光市水道事業予定貸借対照表 (前年度分)

(令和 7年 3月 81日 )

351,066,417

1,557,058,132

△  823 260 018 733,798,114

36,696,294,239

△  18,85 1,808,506  17,844,485,733

10,052,210,127

△  7,584,778,886   2,467,431,241

27,767,427

△  25,270,330 2,497,097

104,086,554

△  98,825,196 5,261,358

167,516,003

0

2,057,856

106,155,200

218,381,941

△ 49 926 830

2,184,836,256

168,455,111

12,338,612

500,000

24,046,398,998



負 債 の 部

3固 定 負 債

(1)企   業   債
ィ 零発警を義言r丞墓彗奢

企 業 債 合 計

修)引   当   金

イ 修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

4流 動 負 債

(1)企   業   債

ィ 辱球を義言摩聰窪彗奢
企 業 債 合 計

(2 引   当   金
イ 賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

⑬ 未   払   金
14)そ の他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

5繰 延 収 益
長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

イ 減 債 積 立 金

口 利 益 積 立 金

ハ 建設 改 良積 立金
二 当 年 度 未 処 理

欠   損   金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 の 部

6,180,738,688

149 912 038

557 471 575

10,688,000

97,188,241

397,295,372

1,061,920,301

△  140,532,000

6,180,738,688

149,912,038

557,471,575

19,688,000

114,708,977

86,035,660

11,360,463,546

△  7, 456,313,366

11 626 821 966

6,330,650,726

768,904,212

3,904,150,180

11,003,705,118

11,626,821,966

1,415,871,914

13,042,693,880

6資 本 金

(1)自 己 資 本 金

金余

金

剰

余

益

”ｗｗ　　　禾

乗

＆

７

資 本 金 合 計
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1 415 871 914

24,046,398,998



注  記  表

(令和 6年 4月 1日 から令不日7年 3月 81日 まで)

1 重要な会計方針に係る事項
(1)資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産 (貯蔵品)は、先入先出法による原価法によつている。

(2)固定資産の減価償却の方法

・定額法によつている。

・主な資産の耐用年数

建物 10年 ～ 50年、構築物 10年 ～ 60年、機械及び装置 6年～ 20年
車両運搬具 4年～ 6年、工具、器具及び備品 4年～ 15年

(3)引 当金の計上方法

イ 修繕引当金
翌事業年度以降実施する修繕に係る支出に備えるため、その支出見積額を計上している。

口 賞与引当金
職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当該事業年度末に

おける支給見込額に基づき、当該事業年度の負担に属する額を計上している。

ハ 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒率 1%、 貸倒懸念債権に

ついては貸倒率 10%、 破産更生債権等については個別に見積もつた回収不能見込額を計上し

ている。                                  ・

二 退職給付引当金
職員の退職手当の支給は、一般会計が負担するため計上していない。

(4)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によつている。

2 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記
該当なし。

3 予定貸借対照表等に関する注記
(1)賞与引当金等の取崩し

令和 6年 6月 に、令和 5年 12月 から令和 6年 3月 分の賞与及びそれに係る法定福利費を支給

するため、賞与引当金 10, 688千 円を取り崩す。
(2)企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

525, 948千 円である。

- 17 -



令和 7年度 (2025年度)

日光市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書 (当年度分)

(令和 7年 4月 1日 から令和 8年 3月 31日 まで )

(単位 :円 )

税抜き

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失

減価償却費

固定資産除却費

引当金の増減額 (△は減少)

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の増減額 (△は増加 )

たな卸資産の増減額 (△は増加 )

未払金の増減額 (△は減少)

小 計
利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債によるイ又入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

4 資金増減額
5 資金期首残高

6 資金期末残高

△  230,700,000

972,327,000

7,000,000

△  81,661,000

△  177,027,000

△  2,400,000

96,341,000

3,066,289

152,000

12,052,551

599,150,840

2,400,000

△  96,341,000

505,209,840

△  573,376,000

126,253,000

△  447,123,000

340,000,000

△  557,472,000

△  217,472,000

△  159,385,160

2,184,836,256

2,025,451,096
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令和 7年度 (2025年度)

日光市水道事業予定貸借対照表 (当年度分)

(令不口8年 3月 31日 )

資 産 の 部

351,066,417

1,557,058,132

△  848,116,018 708,942,114

37,264,695,239

△ 19,578,198,506 17,686,496,733

10,065,588,127

△  7,789,499,886   2,276,088,241

27,767,427

△  26,035,330 1,732,097

104,086,554

△  98 961 196 5,125,358

152,113,003

21,181,563,963

0

2,057,856

90,696,200

92,754,056

2,025,451,096

215,315,652

△  49,426,830 165,888,822

12,186,612

税抜き

1固 定 資 産

(1)有 形 固 定 資 産

ィ 土    地

口 建      物

減価償 却累計額

ハ 構   築   物

減価償却 累計額

二 機 械 及 び 装 置

減価償 却累計額

ホ 車 両 運 搬 具

減価償 却累計額

へ 工具器具及び備品

減価償 却 累計額

卜 建 設 仮 勘 定

有形 固定資産合計

12)無 形 固 定 資 産

イ 水  利  権

口 電 話 加 入 権

ハ ダ ム 使 用 権

無形 固定資産合計

固 定 資 産 合 計

2流 動 資 産

(1)現 金 預 金

修)未  収  金

貸 倒 引 当 金

俗)貯   蔵   品

仏)そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(単位 :円 )

21,274,318,019

2, 204,026,530
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500 000

23.47 8,344,549



3固 定 負 債

(1)企    業   債
ィ 辱蓄 を紹 塁堤彗奮

企 業 債 合 計

12)引   当   金

イ 修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

4流 動 負 債

(1)企   業   債

ィ 辱Yを制 丞堤彗奢
企 業 債 合 計

修)引   当  金

イ 賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

13)未   払   金

惚)そ の 他 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

5繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

6

(1)

7

(1)

イ 減 債 積 立 金

口 利 益 積 立 金

ハ 建設改 良積 立金
十

二 当 年 度 未 処 理

欠   損   金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

負 債 の 部

5,970,486,006

66,912,038

550,252,257

12 527 000

資 本 の 部

97,188,241

256,763,372

1,061,920,301

△  230,700,000

5,970,486,006

66,912,038

550,252,257

12,527,000

126,761,528

86,035,660

6,037,398,044

775,576,445

3,772,125,180

金

計
　
　
金

本

人
口
　
　
余

金

資

金

金

剰

本

己

本

余

益

自

資
　
　
利

資

　

　

　

剰

11,405,465,546

△ 7 633 340 366

11,708,072,966

10,585,099,669

11,708,072,966

1 185 171 914

12,893,244,880

-20-

1,185,171,914

23,478,344,549



注  記  表

(令不日7年 4月 1日 から令不日8年 3月 31日 まで)

1 重要な会計方針に係る事項
(1)資産の評価基準及び評価方法
たな卸資産 (貯蔵品)は、先入先出法による原価法によっている。

(2)固定資産の減価償却の方法
・定額法によっている。

・主な資産の耐用年数

建物 10年～ 50年、構築物 10年～ 60年、機械及び装置 6年～ 20年
車両運ナん鸞具 4年～ 6年、工具、器具及び備品 4年～ 15年

(3)引 当金の計上方法

イ 修繕引当金
翌事業年度以降実施する修繕に係る支出に備えるため、その支出見積額を計上している。

口 賞与引当金
職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当該事業年度末に

おける支給見込額に基づき、当該事業年度の負担に属する額を計上している。

ハ 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒率 1%、 貸倒懸念債権に

ついては貸倒率 10%、 破産更生債権等については個別に見積もつた回収不能見込額を計上し

ている。

二 退職給付引当金
職員の退職手当の支給は、一般会計が負担するため計上していない。

(4)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によつている。

2 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記
該当なし。

3 予定貸借対照表等に関する注記
(1)賞与引当金等の取崩し

令和 7年 6月 に、令和 6年 12月 から令和 7年 3月 分の賞与及びそれに係る法定福利費を支給

するため、賞与引当金 10, 688千 円を取り崩す。
(2)修繕引当金の取崩し

令和 7年度に修繕費の支出をするため、修繕引当金 83, 000千 円を取り崩す。
(3)企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

451, 673千 円である。
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収   入

令和 7年度 (2025年度 )

日光市水道事業会計予算明細書

収益的収入及び支出

税込み

(単位 :千円)

款  項  目 本 年 度 前 年 度 ,ヒ   車交
節

備   考
区  分 金  額

1款 水 道 事 業 収 益 2,046,666 2,014,114 32,552

1項 営 業 収 益 1,795,867 1,817,942 △  22,075

1目 給 水 収 益 1,717,342 1,740,321 △  22,979 水道料金

1水 道 料 金 1,717,342
2日 受 託 工 事 収 益 1 1 0

1受 託 工 事 収 益 1

3目 その他 営業収益 78,524 77,620 904 加入金、下水道使

用料徴収事務受託

料等

1材 料売却収益 1

2手  数  料 2,648

3加  入  金 33,814

4受  話  料 35,518

5雑  収  益 6,543

2項 営 業 外 収 益 250,796 196,169 54,627

1目 受 取 利 息 及 び

配当金

2,400 185 2,215

1預 金 利 息 2,400

2目 他 会 計 補 助 金 70,692 15,093 55,599 企業債支払利息等

に紺する一般会計

繰入金

1-般 会 計

補  助  金
70,692

3目 消費税及び地方

消 費 税 還 付 金

,1
1 0

1消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

還  付  金

1

4目 長期前受金戻入 177,027 179,894 △  2,867

1長 期 前 受 金
戻    入

177,027

5日 雑  収  益 676 996 △  320 東京電力による放

射能高濃度脱水汚

泥処理等補償金等

1不  用  品
売 却 収 益

1

2他 会計負担金 50

3そ の他雑 収益 625

3項 特  別  利  益 3 3 0

1目 固定資産売却益 1 1 0

1固 定 資 産
売  却  益

1

2日 過年度損益修正益 1 1 0

1過 年 度 損 益
修  正  益

1

3目 そ の他 特 別 利 益 1 1 0

1そ  の  他
特 月げ 不可 益

1

収益的収入合計 2,046,666 2,014,114 32,552
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支   出
(単位 :千円)

款  項  目 本 年 度 前 年 度 ,ヒ    較
節

備   考
区  分 金  額

1款 水 道 事 業 費 用 2,233,113 2,090,960 142,153

1項 営 業 費 用 2,101,719 1,957,819 143,900

1日 原水及び浄水費 531,851 504,696 27,155 取水及び浄水施設

の維持管理に要す

る経費

10備 消 耗 品 費 513

11燃  料  費 171

12光 熱 水 費 4,344

14通 信 運 搬 費 5,290

16委  託  料 261,067
17手  数  料 1

18賃  借  料 6,509

19修  繕  費 45,871

21動  力  費 159,778
22薬  品  費 17,297

23材  料  費t

1

24補  償  金 1

31負  担  金 24,666

36使  用  料 6,342

2日 配水及び給水費 371,443 2721227 99,216 配水及び給水施設

並びに水質等の維

持管理に要する経

費

1給 料 33,217

2手 当 17,497

5法 定 福 利 費 10,661

10備 消 耗 品 費 1,002

12光 熱 水 費 1,647

14通 信 運 搬 費 242

16委  託  料 158,027
18賃  借  料 348

19修  繕  費 118,376
21動  力  費 18,200

23材  料  費 1,407

24補  償  金 1

31負  担  金 4,919

32保  険  料 1

41賞 与 引 当金
繰  入  額

5,898

3日 受 託 工 事 費 1 1 0

19修  繕  費 1

4目 総  係   費 218,846 205,302 13,544 水道料金徴収事務

及び事務管理に要

する経費

1給 料 36,349

2手 当 21,886

5法 定 福 利 費 11,463

6旅 費 245

8報  償  費 1

10備 消 耗 品 費 3,022

11燃  料  費 1,204
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(単位 :千円)

款  項  目 本 年 度 前 年 度 ,ヒ    車交
節

備   考
区  分 金  額
12光 熱 水 費 96

13印 刷 製 本 費 4,278

14通 信 運 搬 費 13,870

15広 告 宣 伝 費 1

16委  託  料 88,074

17手  数  料 13,644

18賃  借  料 3,405

19修  繕  ′費 1,793

29公  課  費 126

31負  担  金 7,711

32保  険  料 2,021

36使  用  料 28

41賞 与 引 当金
繰  入  額

6,629

47貸 倒 引 当金
繰  入  額

3,000

5目 減 価 償 去,費 972,327 968,342 3,985 固定資産の減価償

却費41有形固定資産
減 価 償 却 費

956,868

42無 形 固定資産
減 価 償 却 費

15,459

6目 資 産 減 耗 費 7,150 7,150 0 固定資産の除去,費

等43固 定 資 産
除  却  費

7,000

44た な 卸 資 産
減  耗  費

150

7日 その他営業費用 101 101 0

45材 料売却原価 1

46そ の 他 営 業
費 用 雑 支 出

100

2項 営 業 外 費 用 126,392 128,139 △  1,747

1目 支 払 利 息 及 び

企業債取扱諸費

96,341 98,088 △  1,747 企業債支払利息

47企 業 債 利 息 96,341

2目 消費税及び地方

消費税

30,000 30,000 0 消費税納税額

58消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

30,000

3目 雑   支   出 51 51 0

56不  用  品
売 却 原 価

1

91利 子 補 給 金 50
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款  項  目 本 年 度 前 年 度
'ヒ

   車交
節

備   考
区  分 金  額

3項 特  別  損  失 2,002 2,002 0

1目 固定資産売去,損 1 1 0

59固 定 資 産
売  去口 損

1

2目 過年度損益修正損 2,000 2,000 0

61過 年 度 損 益
修  正  損

2,000

3目 その他特別損失 1 1 0

62そ の 他 特 別
損    失

1

4項 予  備  費 3,000 3,000 0

1日 予  備   費 3,000 3,000 0

10予  備  費 3,000

収益的支出合計 2,233,113 2,090,960 142,153

資本的収入及び支出

(単位 :千円)

(単位 :千円)
収  入

款  項  目 本 年 度 前 年 度
'ヒ

   較
節

備   考
区  分 金  額

1款 資 本 的 収 入 466,253 741,538 △  275,285

1項 負   担   金 10,001 6,001 4,000

1目 工 事 負 担 金 10,001 6,001 4,000 他事業に伴 う工事

負担金1工 事 負 担 金 1

2消 火 栓 設 置
負  担  金

10,000

2項 補  助  金 81,252 91,537 △  10,285

1日 他 会 計 補 助 金 81,251 91,536 △  10,285 企業債償還元金等

に対する一般会計

繰入金

1-般 会 計

補  助  金
81,251

2目 国 庫 補 助 金 1 1 0

1国 庫 補 助 金 1

3項 企  業  債 340,000 634,090 △  294,000
1目 企  業  債 340,000 634,000 △  294,000 施設整備、更新

等事業に対する

企業債

1企  業  債 340,000

4項 補  償  金 35,000 10,000 25,000

1目 公 共 補 償 金 35,000 10,000 25,000

1公 共 補 償 金 35,000

資本的収入合計 466,253 741,538 △  275,285
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♪

支   出
(単位 :千円)

款  項  目 本 年 度 前 年 度 ,と    車交
節

備   考
区  分 金  額

1款 資 本 的 支 出 1,188,109 1,520,386 △  332,277

1項 建 設 改 良 費 629,802 943,801 △  313,999

1目 浄水場施設整備

事業費

43,801 330,801 △ 287,000

16委  託  料 30,000

24補  償  費 1

34工 事 請 負 費 13,800

2目 老朽管更新事業

費

498,500 412,000 86,500

16委  託  料 18,500

34工 事 請 負 費 480,000
3目 配水管布設事業

費

87,501 201,000 △  113,499

16委  託  料 5,500

31負  担  金 1

34工 事 請 負 費 82,000

2項 施  設  費 835 758 77

1目 資 産 購 入 費 835 758 77

81工 具 器 具
及 び 備 品 費

1

82量 水器購入費 833

83車 両 購 入 費 1

3項 企 業 債 償 違 金 557,472 575,827 △  18,355

1日 企 業 債 償 還 金 557,472 575,827 △  18,355

65元 金 償 還 金 557,472

資本的支出合計 1,188,109 1,520,386 △  332,277
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